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はじめに 問題の所在と本稿のB的

現在、日本の薬物犯罪対策は「薬物乱用は fダ

メ。ゼッタイ。.Uというスローガンの下、薬物乱
用対策誰進本部、厚生労動省、警察庁、都道府県、

(信)麻薬・覚せい剤乱用防止センターなどが、薬

物乱用訪止に向けて「教育・害発活動の充実Jr課
査研究の誰進Jr国際連苦の強化Jといった乱用防
止啓発活動とともに、薬物犯罪の犠底した取締り

を行っている 1)。

f薬物乱期jとは、薬物を社会規範から逸脱した

呂的や方法で、自己摂取することである 2)。後に

1 )財団法人 麻薬・覚せい剤乱用訪止センターが作

成した「薬物乱用防止読本 f薬物乱用は fダメ。
ゼッタイ。Jj鍵康に生きょう パート18J参照。
2 )和田清「薬物乱用・弦存の現状と鍵概念Jaここ
ろの科学j第111号、 2003年) 17頁~19頁。

丸山泰弘

挙げる法律で規制されている薬物をー冨でも使用

することは乱用であるし、未成年が漉やタバコを

ー屈でも使用することも乱用であり、一回にー錠

飲むように処方された薬を二錠以上飲むことも自

的には沿っても方法において逸脱しているので乱

用であるO また、「社会規範からの逸脱Jであるこ
とから、飲酒を禁止している国では成人であって

も欽語は乱用と考えられることになる。そもそも

社会規範という唆味な概念からなるもののため、

ICD・10(国際疾癒分類)3)には f薬物乱用Jとい
う用語は存在しない4)。また、使罵者にとって身

体的・精神的に有害であるのに、その使患を操り

返すことは「有害な使用 (harmful.use) Jと呼iま

れている。

つぎに、「薬物依存」とは、薬物乱用の繰り返し

によって生じた状態であ号、薬物摂取への謁望に

より自己のコント Eールを喪失した状態のことで

あるoWHOの定義によると第一に f薬物による快

感を得るために、あるいは薬物を中止したときに

出る不快感を避けるために、薬物をイ吏い続けるこ

とよ第二に「絶えず、あるいは罵期的に薬物を使

3) i疾病及び関連保健問題の国際統計分類:
International Statistical Classification of 
Diseases and Related Health Problems (以下
iICDJという。)Jとは、異なる毘や地域から、異
なる時点で集計された死亡や疾痕のデータの体系
的な記録、分析、解釈及び、比較を行うため、世界

保護機関憲章に基づき、世界保鍵機関 (WHO)
が作成した分類で奉る。なお、最新の分類は、の

第10回Eの修正版として、 1993年の第43囲世界保
緯総会において採択されたものであり、 ICD-10
(1990) と呼ばれている。現在、日本では、その後
のWHOによるICD-10のままの一部改正の勧告で
ある。 ICD-I0(2003)に準拠した「疾菊、傷害及
び死因分類」を作成し、統計法に基づく続言語査

に使用されるほか、医学的分類として医療機関に

おける診療録の管理等に活用されている。

4)和田前提註 (2)論文18頁。
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わずにいられない状態で、薬の継続使用によって、

自分ではどうしても薬物を止められない状態Jで
あるとしている。

さらに、薬物抜存という概念は身体依存と精神

荻存の二つに分けられる。身体依存とは、体が薬

理作用に!額応してしまい、薬物が切れると様々な

症状を引き起こす状惑を指す。身体依存になると、

薬を断つときの身体的、精神的苦痛に絶えられず

に薬物摂取を渇望するようになる。また、精神抜

存は渇望による薬物摂取に対するコントロールを

喪失し、薬物を使用してしまう状態である。いず

れの場合においても荷が詞でも薬を手に入れよう

と行動するようになり、それは薬物探索行動と呼

ばれている UQ

さいごに、「薬物中毒J~こは、急性中毒と'慢性中
毒がある。急性中毒は、アルコールの一気欽みの

ように薬物の直接的薬理作用による精神的・身体

的な異営状態であり、抜存状態の有無iこ関わらず、

急性中毒になりうる。また、慢性中毒は薬物荻存

状態、にありながら、薬物乱用を繰り返すことで生

じる精神的・身体的な異営状態である。その原菌

となった薬物の摂取を止めても、自然回復は原期

的に望めない状態であるとされている 6)。医学的

側面から見れば、覚せい弗jによる幻覚妄想状態や

有機溶剤による無動機症候群も、喫煙に伴う肝硬

変や筋ガンと同じ震性中毒であると考える。

最初にこれらの用語を確認することで、本語の

考察対象である薬物問題に対して以下のことが言

える 7)。すなわち、司法的な手続によって取り締

まっている f薬物乱用者jの概念の中には、①依

存症ではない乱用者、②薬物依存症による乱用者

及び、③慢性中毒を起こしながら乱用を続ける乱

用者の 3つの概念が存在するということである。

そして、まったく違法薬物を使用していない者を

5)その重きは精神長存であり、身体荻存があるもの
も薬物依存の本意は精神依存で忘るとされる。身
体抜存が強くない薬物もあち身体抜存は必須では
ない。その代表が覚せい剤である。
6 )和田前掲註(2)論文19真。
7 )原剥として、ここに挙げた f薬物乱期j、f薬物依
存J、「薬物中毒jの三語以外は、麻薬及び向精神
薬取締法第2条、大麻車締法第2条、覚せい剤取
締法第2条、あへん法第3条にそれぞれ用語の定
義が示されているためそれを使用する。
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乱用から予防することを一次予防、薬物の荻存症

者の乱用を予紡することを二次予防、薬物の慢性

中毒でありながら乱用を続けることを予訪する三

次予防とすると、警察をはじめとする可法がかか

わる薬物自己費用罪に対して行われる識底した取

締り、一次予防を訴える啓発活動が介入できるの

は意味があるのは①の概念のみで、舎や③になる

と医療や福祉による治療や回復を望むべきなので

ある。ここに、治療されるべき対象者が伝統的な

飛事司法の手続きに組み込まれ、強設から出ても、

再使馬し再び璃事司法手続に戻らなくてはいけな

い問題、「意志が弱いから使用する」のだと考えら

れ非難を浴びなくてはならない等問題性が介在す

る。

これらの問題を残したまま、日本は乱用訪止啓

発活動とともに、薬物犯罪の徹底した取締ちを行

っているが、その理岳は明らかである。「乱用根絶J
を目標にする日本において、薬物犯罪に対しては、

拐めての使用者であろうが、依存症で意患により

抑えることができない使用者であろうが徹底した

取締りで抑止するといった厳罰主義が望ましいと

考えられているからである。しかし、このような

政策の弊害が生じている。とくに、薬物自己使用

者への偏った歌締りと、処遇効果の低さは、高い

再犯率と刑務所入口が増加し弼務所人口の4分の

lを薬物事犯者が占めるという状惑をもたらした。

また薬物問題に原らず、一連の厳罰化の流れで

社会は新しいルールの創出や厳罰化によって社会

的逸脱者を創出してきた。『自分たちの社会のある

べき姿Jという理想、を基に、ルールで縛られた、
特に璃法というルーかで縛られた社会を自分や地

入に課し、自分が守らないことは想定に蕪く、ル

ーんを守れない者は社会的敗者であるとして逸説

者とし、自分たちのルール社会から排設しようと

する。

あるべき社会のためにルールによって縛る社会

と、そのルールを刑法に解決方法を求めることが、

悪循環を生むのが薬物犯罪、とくに、薬物自己使

用者の問題である c 会ぜならば、徹麗した取締り

は、回復への効果が低く期務所での処遇の見直し

が論じられていることもさることながら、薬物依

存という問題を引き起こした社会的背景を無視し、



その解決とは逆の結果になっているからである。

たしかに、薬物昌己費現者の中には、あるべき

姿を求めて造られたJレールを故意に拒否した者が

いないとはいえない。しかし、現代社会において、

その薬物使用の経韓は大きく二つのタイプが存在

する。すなわち「単独で始めるタイプJと「集団
で始めるタイプ」である。前者は細々と生活する

ことよりも、全員が護得することが不可能な一部

の上涜階級を吾指し 8)、また上を目指さなければ

ならない厳しい競争社会 9)において、ついていく

ことに必死になって薬物を費用する者である。ま

た、後者はその巌しい競争社会から外れることを

選んだ人々の中でも、薬物を使毘しなければ今度

はその形成された新しい逸脱社会からも逸脱者と

されてしまうのを避けるために使用するものであ

るc 薬物の使用といった背景には、どちらのタイ

プにおいても厳しい競争社会と、そこから逸脱す

ることへの非難が背景に存在する却。

これら社会が決めたルールを守らない者に誌も

ちろん、守れなかった者に対しでも厳罰化の政策

は容款をしない。逸脱者と見散されることを拒む

のであれば、使用しなければよいと考えるからで

ある。しかし、これら薬物自己使用の大きな開題

点は、薬物は依存症という病気を引き起こし、病

気であるが故に使う意思がなくても使用してしま

い、そこに非難が浴びせられるという悲しい連鎖

8)たとえば、一部の或功したスポーツ選手がより高
みを目指せない制度の壁に対し、 f男女の区別はま
くすべきであるjとの指摘や、 f年齢の差による制
度の壁をなくすべきだJといった報道等の主張が
ある。たしかに、可能性として飛擢できる道を切
り開くべきであるが、統一することで、より下層
にいく者の存在が大多数であることも河時に認識
しなければならない。
9 )ニートなど、逆に何もしないことにも非難が洛び
せられる。
10)藤本によると「リチヤード・クラワードとロイ
ド・オー 1)ンによって展開された『逃避的爵次文
化論jによるギャング非行の説明では、合法的な
手段による機会の欠如によるか、または、非合法
の使用に対する内面的な禁止により、経、済的成功
を戒し得なかった爵次的文化にいる若者は闘争や
暴力にも頼ることもできずに、『二重の失致jを走塁
こすjとしている。藤本哲也 raH罪学原論j(日本
加除出版株式会社、 2004年) 127頁~130頁。すな
わち、アルコールや薬物に向かいドロップアウト
することになる。

が存在するところにある。

また、撤底した需要舗の取締りは一時予防とし

ての意義や比較的荻存状惑が進んでいない者につ

いての意義は否定できないとしても、刑務所処遇

による薬物問題解決の課界が詮じられるようにな

りつつある。偏った取諦りへの反省から、治療を

重視した処遇が学説において論じられるようにな

った。しかし、結局は背景に刑罰を用意している

ものや、完全に治療目的であっても強制約な治療

である以上、保安処分の陣題の再来を感じさせるa

そして、治療のみに頼ることができない点とし

て、薬物依存によって形成された脳への傷に対し、

治療方法が確立されてないことも挙げられようむ

しかし、依存症という翁気が完治しないとしても

薬物を使用しない生き方をすることが可能である

ことは実証されている 100 それが、自助グループ

の活動や、ダJレク等のリハピ1)テーション施設の

活動で島る。その活動内容は、グループミーテイ

ングや回復を目指すイ中関とのつながりを通して、

治したいと望む入が治せるように努力できる場を

与え続けることに意味があるO

では、刑罰による抑止や強制的な治寮による処

遇を選択しないのであれば、完全に非犯罪住とし

て放任主義に徹するという指擦がありうるだろう

が、それは関違いである。たしかに、厳しい競争

社会を皆と同じように生きなければならないこと

に疑問を感じ、自分を傷つけることの弊害を真に

理解している人の自己使用にとっては、薬物を自

由に使える社会が望ましいだろう G しかし、非犯

罪化は、それら弊害を真に理解していない人及び、

依存症を治したいが自分の意思では止められない

といった援助を求めている入に無提心でいること

を意味するからである。そして、法律で処罰の可

能性を残すこと辻、何度も指摘するように一時予

防としての効果や、依存額向にない乱用者にとっ

ては意義のあるものとしても考えうる。それらの

認識から、撤底した取締りによって京省を促す方

法を「抑止型J、処罰に代替し強制的な治壌を重視

11) ダルク等のリハど1)テーション施設では、回復者
がスタッフになっていることが多く。それら、回
護者が自分の屈復経験を伝えることができ、また、
使用せずに生活ができるという見本にもなる。ダ
ルクなどについては、議述する。
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する方法を「強制的な治療型J、非犯罪化による不
介入といった方法を「放笹型jとすると、それら

の利点を活かし、対応、できる制度を挙げるとすれ

江薬物自己使居者が治療を望んだときに支援をす

る「見守り型」による介入ではなかろうか。

本積の目指す f見守り型jの介入とはどのよう

なものであろうか。それには伝統的な用事手続の

みでは運営しきれない。もちろん、医療や福祉だ

けの援助で支えきれるものでもない。それらすべ

ての関係することが必要であるo この「見守存型j

を考察する資料としてアメリカのドラッグ・コー

ト制度を比較対象にする。

なぜならば、アメリカはレーガン大統領が用い

た保守的な政府の政策の下、厳しい競争社会にお

いて薬物を使用することを違法とすることで逸説

者を排出し、それでも薬物を便用する者を意思が

弱い者として厳罰主義を採り薬物の使用を抑えよ

うとしていた。しかし、それによって惹起された

様々な現実が、薬物事犯者の急激な増加による矯

正施設の過剰収容という問題である。それに梓っ

たコストの増大という無視できない状況が起こ旬

部らかの対処が追られることになる。この問題を

解決するために、薬物を使渇する者は逸脱者であ

るという概念を捨てきれずに「抑止を与えるべき

であるJとの主張と、「抜存症は翁気として捉え人
道的な関わり方をすることで長期的に見れば使用

者の回復に繋がる」との二つの主張の葛藤の末、

ドラッグ・コートという新しい制度を導入するこ

とになるという歴史を持っているからである。

これらアメリカが辿った競争社会から薬物自己

費用者という逸脱者を生み出し、徹底した取諦り

を行うことで、過剰収容を引き起こすというとこ

ろまで、現在の日本はかつての選択が追られたア

メリカの状態に辿り着いている。

第 1章 日本における薬物問題

第1箆薬物問題の現状

E本において薬物犯罪が社会問題化したの辻第

二次大戦後のことであるc 終戦時の混乱と共に社会

問題として取り上げられた薬物の乱用は、現代にお

いても大きな社会問題の一つであり、 f麻薬及び向
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稽神薬取締法」、「覚せい剤取締法J、「あへん法ム
「大森取締法J及び f毒物及び劇物取締法」等の法
律によって罰則を用いて規制している。この半世紀

にわたる薬物事犯の動向を検挙・送致人員で見る

と、日本において最もイ吏用されている違法薬物は覚

せい菊である180

近年、大森取締法違反で検挙される者の数が急

設に上昇しているが、依然としてE本においては
覚せい剤取籍法違震で検挙される数が多いことか

ら、日本における「違法薬物の問題」を取り上げ

る際には、主に覚せい弗jの問題性として考えるこ

とができるだろう沼)むそこで、以下は法律の目的

やその取締り方法に大きな差がないため、覚せい

剤取締法に着目して、見ていくことにする1九

覚せい弗i耳文諦法第 1条によれば、覚せい剤取締

法は、覚せい荊の乱用による保健衛生上の危害を

防止することにあり、その日的を達成するための

手段として覚せい弗j及び覚せい荊原料の輸入、輸

出、所持、製造、譲渡、譲受、使居を規制するこ

とを目的とすると定めているお)0

覚せい弗jや麻薬といった法律によって規制され

た薬物にいう「保緯衛生上の危害の防止Jとは、
何をさすのであろうか。ここには、二つの意味が

12)大廓事犯については、多少の起伏はあるものの、
ほほ一貫して増加を続け1993年をどークに一度減
少傾向を見たが、 2000年頃から再び増加に転じて、
2004年には換挙人員が過去最高の2，312入にまで達
している。あへん事犯辻、戦後抵い水準ながらも

徐々に増加し、 1968年に1，148入とピークを逮えた
が、その後減少傾向に転じ、 2004年には68人と落
ち蒼いた韻向を示している。法務韓合研究所爾

f平成17年度版・犯罪自書j(国立印嬬局、 2005年)
33頁。文末資料I参顔。

13) 上掲白書29頁~33頁によると 2004年の覚せい剤取
締法違反の検挙人員は12，397入で、以下、 }ljJ{に大
森衷締法違反、麻薬車諦法違反が635入、あへん取
結法違反であった。 2000年以降減少を続けている
覚せい荊車締法違反の検挙人員数が、 2000年以捧
急激に上昇している大森翠緯法違反の検挙人員数

の約 6倍多いことから、やはり覚せい弼事犯が多
数を占めており、日本の薬物情勢の特徴であると

いえる。

14)文末資料2参揮。
15)覚せい弗j攻締法第1条「この法律辻、覚せい剤の
i藍用による保鍵衛生上の危害を妨止するため、覚
せい売j及び覚せい離原料の輸入、輸出、所持、譲

渡、譲受及び、使用に関して必要な取結りを行うこ

とを巨的とする」。



ある。すなわち、[薬物使用者自身について生ずる

危害jと「他の第三者あるいは社会全体に対して

与える危害jである。前者については、自己使用

者自身の健康、生命をむしばむものであり、過度

に摂取を続けるとそれら薬物による中毒死があり

うる。さらに他の疾婦や惑染症にかかることなど

を訪ぐためとされるc 後者については、薬物によ

って生じた行動により他人が殺傷等の被害を受け

たちすることが考えられる16)。また、他の者への

乱用の習慣を与え易くすること、それが拡がれば

社会全体の健全性に悪影響を与えること等が挙げ

られ、違法薬物の不正な流通は暴力団組織と密接

な関係があり、それらは暴力団等の資金源になっ

ていることも指摘されている的。

これらの f危害」を訪止し、公共の福祉を図る

ために、覚せい剤取締法などの違法薬物に関する

法律は各種厳しい罰則が設定されているのである。

第2節過剰収容問題

薬物犯罪に関する国の致策は、大きく二つの視

点から行われている。すなわち、薬物密売組織の

壊滅や水際での密輸入を担止する f供給鱒中心の

致策jと、青少年等への啓発活動や徹底した末端

薬物乱用者の取結り、治寮・社会復帰支援による

薬物再乱用防止を行う「需要傑の政策jである18)。

16)香城教麿「覚せい剤取締法J(平野龍一他編『注解
特別剤法5-ll.] (医事・薬事編<2)) (青訴書院
[初版]1983年; [第2販]1992年J1 頁~352頁
所収入 71頁。
17)千葉諮 7麻薬及び向精神薬取締法J(平野龍一地編
『注解特別刑法5-1 (医事・薬物編 (1)).](青
林書説i初援]1983年;[第二抜]1992年J1 真~222
頁所収) 19真~20頁。
18) 1998年に f薬物乱用防止五か年戦略jが、 2003年
7月には f薬物乱屠防止新五か年戦略jがそれぞ
れ内関総理大臣を本部長とする政府の薬物乱用対
策推進本部において、乱用期の一刻も早い終患に
向けて政府の薬物対策の基本方針として制定され
た。また、 2003年12丹には致宥の犯罪対策関管会
議が決定した「犯罪に強い社会の実現のための行
動計画-r世界一安全な国、 E本』の復活を目指
して jにおいても、「第4 組識犯罪等からの経
済、社会の防護jにおける 12 薬物乱男、銃器
担罪のない社会の実現Jとする項の中で薬物対葉
について重要施策として位量づけられている。薬
物乱期対策推進本部のウェブサイトhttn:llwww.
1mntei.e-o. ln/in/simrilvakubutu/98070 1 vakubutu.h 
主塁L 薬物乱用対策推進本部、 PDFファイル

たしかに、薬の出所と末端を徹底的に取り諦ま

れば鶏果があるように思われる。実際に、覚せい

菊・麻薬・あへん・大麻の持収量はそれぞれ年ご

とに波はあるが、違法薬物全体としては抜然高い

水準を保っている臼)0 しかし、覚せい弼取締法違

反の違反態様別検挙人員をみてみると、営利犯を

除いた単純白己使用者と単純所持者だけで、麓数

の約 8害uを占めており、末端使用者への徹底した

取繕りに傷っているように患われる g また、再犯

率は窃盗犯についで高い水準を示し、再入受芳j者

の中で、規制薬物によって受刑した者が、再度規

制薬物によって再入した者は1987年以誇70%を越

えているということから、末議乱用者への徹まし

た取締り及び刑務所での薬物乱用に関する処遇で

は、あまり大きな或呆辻得られてい会いと考えら

れる20)。なぜならば、薬物を務めて費用する者も

依存症である者も「薬物乱用Jとして刑事司法手
続で扱っているからであり、再使用を操り返す依

存症の者に璃事司法が宥えることの限界を認識し

なければならないD

また、相談活動の充実を謡っている21)が、それ

httn:l/www8.cao.e-o.in/soukildrue-/sinsenrvaku.ht 
旦i、犯罪対策閣僚会議、 PDFファイル
httn ://www.kantei.e-o. in/in/sine-i/hanzai/ket-
teil031218keikaku. n必参照。
19)前掲白書註(12)35頁。
20)文京資料3参照。
21) 2003年9月、 ir堂界一安全な国、日本jの復活を
目指し、環係誰進本部及び、関係行設機関の緊密
な連携を確保するとともに、有効適切な対策を総
合的かっ積握的に推進するためjを理由とし「犯
罪対策関紫会議Jが龍催されることになった。そ
して、 2003年12月に「犯罪に強い社会の実現のた
めの行動計調-r世界一安全な呂、吉本jの復活
を吾指して-Jが策定された。
これは、 f国畏の治安に対する不安感を解消し、
犯罪の増勢に歯止めをかけ、治安の危機的状況を
説する。jという目標を持って、次の 3つの視点か
らそれを推進しようとするものである。すなわち、
視点 1i冨弐が自らの安全を確保するための活動
の支援J、視点2 i犯罪の生じにくい社会環境の整
錆j及び、規点 3i水際対策を絵めとした各麓犯
罪対策」である。そして、以上の3つの視点を前
提としつつ、 5つの重点課題を設定し、「行動計画J
を策定した。この 5つの課題の中の「組織犯罪等
からの経済、社会の防護」において「薬物乱用、
銃器犯罪のない社会の実現jとして、薬物問題が
重要施策として挙げられている。そこで、薬物対
策について「第4 組織犯罪等からの経済、社会
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に対しても、犯罪の概念が強く自己使用者である

本人はもちろん、その家族においても、逮捕を理

解しながら栢談するというのは簡単にできること

ではなく、より薬物を使用する期間が長引くこと

になる。

そして、「需要舗中心の政策jにおいて覚せい第

取締法などの巨的を鑑みると、「保健衛生上の危害

の訪止jを図ることが目的であるとすれば、薬物

を使用しないようにすることに意図があるのであ

り、徹底した取締りに大きな効果がないので為れ

ば、組の政策によって「保鍵衛生上の危害の訪止J
を国るべきで為る O

つま号、「供給舗中心の政策Jと「需要健中心の
致策jの二大柱で為ったが、後者がうまく機能し

防護jの中の 12 薬物乱用、銃器犯罪のない社
会の実現Jとする一項で薬物問題に関する笥所を
取り上げてみると以下のように示されているのが
わかる。

「①害発の充実等による青少年の薬物乱患の援
絶J、これは青少年に対する薬物乱用防止教育を充
実するとともに、各種啓発活動の全国展開等薬物
乱用の根絶等を訴える広報啓発活動を効果的に推
進することとしたものである。「②薬物密売経織の
壊滅j、これは麻薬特例法などを活罵して、鑑識中

枢に位置する者に対する車締り、厳正な科璃の獲
得などまま合的な組識程罪対策を推進することによ
り、薬物密売組識を壊滅させるとしたものである。

「③末端薬物乱用者の取締号の徹農ムこれは薬物
の密売を支える需要を生み出している末端乱居者
に対する取締りを徹底するとともに、相談活動を
充実するなどの末場立患者の薬物への依存を断た
せるための取号組みを強化するとしたものである。

「④薬物密輸の水際での阻止」では関係機関が連携
して、港や空港等における監視体髄の強化、密輸
組識・密輸1レートの解明等に取り組むことにより、
薬物の密輸を水擦で阻止することとしたものであ
る。 f⑤薬物対策に摸する国際協力の誰進」では、
E本への薬物の祭給諒となっている密造地域等に
おける取り組みへの支援を強化し、世界的な薬物
乱用開題の解決に麓極的に貢献するとしたもので
ある。「③治察、社会復帰支援による薬物乱用の傍
止等jでは、薬物中毒者等の治療、相談集制の充
実、保護観察対象者に対する事案に正、じた簡易尿
検査の実施等により薬物中毒者等の社会復揮を支
援するとともに、その家族を対象とした相談体制
を充実させるをど、再乱用の防止のための取り組
みを強北するといったものである。⑦いわゆる税
法ドラッグ対策の誰進では、使用しても法令に誌
触しないとして堂々と販売されている説法ドラッ
グについての監視や襲品買い上げ分析調査などを

実施し、必要なものについて森薬等への指定を行
うといったものである。

-90一 薬物張存者の社会内処遇

ていないのであるs それによって、違法薬物費用

の本人・家族のみならず、様々なところに影響が

及んでいる。そして、その影響を受けている矯正

施設での過剰収容開題によ号、効果的な処遇が行

われないようになり、党せい剤取締法違反によっ

て受期している者ばかりか、飽の受刑者への影響

や、処遇システムを崩壊させ、受刑者の社会復婦

を困難なものにし、再認率を上昇させ、その結果、

最罷化や過剰収容、延遇環境の悪化、犯罪不安の

増大といった連鎖を引き起こす危険性をはらんで

いるのである22)。

第2章 アメワカにおける薬物問題

第1節 「薬物戦争 (Waron Drugs) J 

191生年に連邦において「ハワソン蘇薬法(臨rrison

Narcotics Act of 1941) Jが制定された。これが50

22)近年、矯正施設における過剰収容の問題が切実な
ものとなっている。既決訳容者について見れば、
2000年にi反容率が100%を超え、現在においてもそ
れが100%を下回ることはない。文末資料4参照。
これらを欝まえて、 f最近における窺決の収容状

態は、 30年~40年の簡で最も厳しい状況にある。J
と平成16年震販の犯罪白書は警告をしている。こ
のような過剰奴容に至った重義的原因の一つに
f覚せい剤を中心とする薬物事担に対する送検数の
増加、起訴率の上昇、刑期の長期化といった覚せ
い剤事犯者に対する厳罰化が刑務所人口の増加に
影響を与えているjとの指揚がなされている。そ
こで、覚せい剤事狸について耗弼分布の推移を見
てみると、 1980年ごろまでは約70弘の者が1年未
溝の実駕であったものが急激に減少し始め、近年
では 1年未満の実現はあまち言渡されていない。

それに対し、 1年以上の実爵や3年以上の実加が
増えており、特に 2年以上の実刑jが急設に増えて
いる。これらから、徐々に前期の長期化が進んで
いると思われる。ただし、一概にいわゆる f厳罰
化jが進んでいることだけが長期化の原因である
と泣いえない。覚せい剤事犯者の執行語予率は高
く、実務において初犯であれば執行猶予がつきや
すいといわれているからである。しかし、効果的
な処遇が行われずに再犯をするものが多い覚せい
剤事犯であるだけに、同種違反を繰り返す者に対
して辻、検察官あるいは裁判所としても薦刑を下
回る求璃・判決を出すことが函難であるといえる。
文京資粍5参類。
以上のように、覚せい剤受刑者は、新規受用者の
約5分の1、年末在所受JflJ者の約4分の1を占める
ようにまでなったのである。詳しくは、浜井浩-

f過剰収容の本当の意味J(龍谷大学矯正・保護過程
委員会編『震正講産i第23号、笈)()2年)79頁以下。



年以上にわたり薬物等の規制及び違反行為に対す

る取締りの基本法とされ、度重なる改正が施され、

規制が強化されていくことになる 23)。そして、

1970年に従来の連邦薬物規制関係法令を統合する

形で「総合薬物乱用防止及び規範法(Comprehe邸 ive

Drug Abuse Prevention and Con位。11Act of 1970け

が制定されている24)c

1980年代に入り、レーガン大統領が政権を握る

と、大規模な薬物問題政策を展開するようになるD

これを政策キャンペ}ンとして f薬物戦争 (War

on Drugs)Jと名づけた260そして、 1982年10月レ

ーガン大統領はラジオの演説において「薬物戦争」

を国民に訴えかけたのであるお)0 そして、薬物対

策として法改正が次々に行われることになる。連

邦政府の主な法改正だけを晃ても、 1984年の「犯

罪取籍法 (CrimeControl Act of 1984) J2人 1986

年の「薬物乱用取諦法(Anti-DrugAbuse Act of 

1986)J、そして1988年には「薬物乱罵取締法改正

(Anti-Drug Abuse Amendments Act of 1988) Jが

あり、さらに1990には犯罪票締法も再改正されて

いるのである錯。

まず、 1984年の犯罪取締法改正によって、薬物

関連の重大な犯罪に関する保釈金の増額、薬物事

犯に対する確定刑制衰の設立、薬物事犯者に対す

る飛罰強化などが盛り込まれた。具体的な椀を挙

げると、重大な薬物犯罪に対する罰金期jの上限を、

個人に対し 2万5千ドルから12万5千ドルに加重

し、ヘロイン及びコカインを含む特定の薬物の大

23)法務憲章合研究所編 f平或7年度寂・犯罪白書.](大
議省王手踊局、四95年)358真。
24)上掲白書、 358頁。
25)清水新二「アメワカの薬物戦争政策の現状と問題
点Jcr ~t!罪と非行J 第123号、 2∞G年) 49頁~72真。
26)上掲議文、 54頁。
27)間部泰昌「アメリカ連邦刑事法改正の概要一
r1984年の“包括的犯罪規制法"(Comprehensive 
Crime Contr01 Act of 1984) jの紹介-J cr判憐タ
イムズ』第36巻3号、 1985年) 12頁~29頁。
28)清水前謁註 (25)論文54頁。請水論文は2年ごと
に重要な法改正が行われる事態は、日本社会にお

ける法規範意識からすると少々異常であると感じ

るが、①どんどん新しい試みを取り入れるアメリ

カ社会の実利主義や②法律的対応に基本的信頼と

合理牲を見出すアメリカの行動原理などを想起す

れば、法改正も理解しやすくなるし、なによりも

アメリカ社会において薬物詞題の深刻さが背景に

あるからであろうと指摘している。

量な取引行為につき、罰金荊の上限を25万ドルに

定め、改正議ではお年であった持禁刑の上誤を20

年に引き上げたのである29)30)。

第2節 アメリカの過剰収容詩題

上記のような取諦ちと矯正を中心とした薬物対

策において、どのような結果が現れたかについて、

11990年から 2~3 年ほどは抑止効果をもたらし、

その後、薬物事犯者の逮捕者は再び増加していく

ことになるが、組方においてこれと平行し殺人や

暴力犯などの薬物関連の猪罪率が低下したことは

注目される。取諦りによって、重犯罪を繰り返し

やすい薬物関連の多くの累犯者が地域社会から矯

正施設へ移されたため、また厳罰化によって受刑

期間が長期化したため、撞域社会には重犯罪にお

よぶ薬物事犯者が相対的に少なくなり、結果的に

一般社会における薬物が絡んだ重大な犯罪率が抵

下していったjとの指擦もある31)G

29)岡部前揚註 (27)論文18頁。
30)また、 1986年の薬物乱用取締法は、薬物の取締ち
に対して、地域レベルから国際レベルに至る徴底

したものであり、大規模な法的、財政的基盤整犠

が行われている。具体的なものを挙げると、「予訪
及び、治療活動を支援するために、大規模な連邦予

算をつけること」、「違法なマネーロンダリングに

対する規制強化」、「マリファナに関しても大規模

な密売であれば刑務所訳容の璃罰を復活させるこ

とム f新たに作られる説法ドラッグを取締りの対
象を加えたことJ、円i'I致宥及び市野村自治体に対
して取締り活動を支援する劫或金制度の創設ム

f国際的な薬物思締りを強化jなどである。
そして、 1988年の薬物乱用取結法の改正では、
上記の目的に治った密造や密売など供給側に対す

る罰賠強化だけでなく、需要慨を規野に入れた薬

物使用者に対しての罰則も適用されるようになっ

たのである。海外の供給体制への攻撃についても

重要な政策課題として笠置づけられたのである。

さらに、 1990年の犯罪取締法改正で連邦政府は薬
物取締対策への助成金を増やし、教育現場などで薬

物問題を取ち上げる施策などを誰進したのである。

その後も、 1999年にはONDCP(Office of 
珂ationalDrug Contr・01Policy)による f全米薬物
対策戦略J(National Drug Control Strategy by 
O缶ceof N ational Drug Control Policy)が策定さ
れ、「薬物戦争jが医際的なものにも幅広く展罰さ
れている。請水前掲註 (25) 論文55夏~56頁参毘。

31) 上掲論文、 58頁~59頁。なお、清水は逮捧者の薬
物反応テストで陽性反応が60%であるアメリカで
あるから、薬物事犯の押さえ込みは飽の一般犯罪

をも減少させているのだと指摘している。
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しかし、逮捕者中薬物反応テストで陽性反応、が

約60%であると言われるアメワカ社会においての

ことであるから、薬物事犯者を長期障離すること

で一般犯罪が減少傾向を示したとすることが大事

であると同時に、「犯罪率i土佐下したが、受刑者は

急増したjと指橋されるように32)、薬物乱用取諦

法違反における逮捕者増と懲役剤の長期化が関連

し、鷺正施設における受刑者の増大を招くことに

なった。

実際に、ジ、エイル包ail) と刑務所 (prison)33) 

における収容人員34)を見てみると、 1980年には両

所併せて50万3，586人であり、 1990年には114万

8，702入、 2000年には193万7，482人にまで上昇し、

2002年には200万人の大台を超えて、 2004年には

213万5，901人にまで達している35)。じつに、約20年

の詞に刑務所人口が約4.2倍増加したのである36)。

しかし、根本の開題である f薬物を費用しないJ
という問題が解決されておらず、その問題性は必

ずどこかで生じる37)むそれが、アメリカが起こし、

32)上掲論文、 59頁。
33) B本において、拘置所は弼の宣告を受ける蔚の被
告人(未決拘禁)を収容する施設であるが、この

部分で穫用する「ジェイル(jail)Jは、アメリカ
でいう一般的な「ジェイルjとして慣用する。す
なわち、原賠的に荊の宣告を受ける前の被告人

(未決拘禁〉と軽い罪(荊期が1年以内〉の受刑者

を収容する施設の意として使用する。

34) Bureau of Justice Statistics Correctional 
Surveys C The Annual Probation Survey， 
National Prisoner Statistics， Survey of Jails， 
and The Annual Parole Survey.) による 0
Bureau of Justice Statisticsのウェブサイト参照。
httn:llwww.oin. usdoi .~!Ov/bisfl::danceltables/corr2t 

ab.html 
35)資料6参照。
36)ちなみに、矯正統計年報によると、日本における
賠務所人口〈一日平均収容者数)の増減辻、 1980
年に50，596入、 1990年には48，243入、 2000年には
58，747入、 2004年には75，289人である。
37)薬物事犯者の検挙数について詳しく見てみると、
まず、検挙者数における製造・房持の割合を見る

と、販売及び製造は1990年前後までは増加傾向に
あったが、それ以降は比較的横ばいの額向を示し

ているのに対し、所持が1990年からのわずかな関
だけ減少を見せたが、それ以外はー費して増加傾

向にあり、捜査の中心が末端使用者になり、逮捕
者が増加したと考えられる。文末資料7参照。
そして、州の刑務所人口に占める薬物事犯者の

害j合を見ると、 1980年の設措では全体の6.4%であ
った薬物事犯者が、 1990年には21.8%を占めるよ
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E本も追隠している矯正施設の過剰収容という問

題ではないだろうか。

第3箆 ドラッグ・コート観震

アメリカにおいては、それらの開題を解決する

ために、ドラッグ・コート〈以下、 iDCJともい
う。)という制度が運用されるようになった369

うになり、その後も約20%を超える高い水準を保
っており、 2002年には26. 4%と、実に全体の4
分の 1を薬物事犯者が占めるようになるまでに急

増しているのである。也の犯罪による受7fIJ者の数
の増加率と見比べると、暴力犯罪を除き、ほほ横

iまいで増加額向にある弛の犯罪に比べて薬物犯罪

での受7持者は急設に増加している。文京資料8参
照。

また、検挙人員についても他の犯罪が横ばいか

減少傾向である時期においても、薬物犯罪で訴追

された被検挙者の数と比率が明らかに増加し、そ
れに惇い被拘禁者数も増加したと指摘されている。

FBI， Cri訟 ein the United States， annual， 
Uniform Crime Reportsによる c 詳しくは、
Bureau of Justice Statisticsのウェブサイト
httn://www.oin.usdoi.Q"ov/bis/Q"lance/tables、
Correctional Populations in the United States， 
199ヴ， and Prisonersな12004、Bureauof Justice 
Statisticsのウェブサイトhttn:llwww.oin.usdoi.
gov/bishdance/tables/corrtvnab.html、また、藤
本哲也 fアメリカにおける璃務所入自の増加とそ
の要霞ーアメリカ犯罪学会の全米政策自書を中心

として-J Cf法学新法i第108巻4号、 2001年) 1 
頁~回頁も参照。
38) DCは、薬物事犯者に対して(薬物依存が原因できE
された他の犯罪を含む)轄広く総合的な観察や薬

物テスト、 トリートメントサービスなどを通して

薬物事犯者に爵わり、直接の決定権を有する特別

な裁判所である。 DCでは、通常の刑事司法手続で
はなく、薬物依存を回復させるために治療的な手
続にのせ、その経緯を裁判官などがトリートメン

ト襲了時まで釣 1~3 年の問、集中的に監督し禁
事にトリートメントの課程が終了すると、刑務所
などの持禁剤を回避する。

詳しくは、平野哲郎「ドラッグ・コートーアメ

リカ合衆国におけるリハピリテーション・ジャス

ティス〈社会復帰的司法)の試み-J CW判例持報』
第1674号、 1999年) 27夏~39頁、西詞繁靖「世界
の司法ーその実像を見つめて (32)ジョージア升l
フルトン郡上位裁判所におけるドラッグコートの

試み-J (f判例タイムズj第52巻17号、 2001年)
71頁~76頁、罵田真言「アパリ、ダルクが提供可
能な薬物自己便用事犯者に対する薬物故存症回復

プログラム一米国ドラッグ・コート割度を参考に

して-J<r犯罪と非行J第141号、 2004年)145頁
~176頁。また、 NADCP CNational AssocIation 
of Drug Court Professionals;全米ドラッグ・コー



DCがすぐに薬物使尾の解決に繋がるとは言えない
が、薬物を使わない生活を送ることを望む人たち

にとって、ポジティブ会結果が出ているのは確か

である c 費用の面でも従来の剤事司法手続に比べ

抵額であり、再犯率も抵いとされる39)9

ト専門家会議)のウェブサイトhttp:www.nadcp.
org/w ha tis/drugctstoday.h tm及び、 NADCI
(N ational Drug Court Institute;全米ドラッグ・
コート研究所)のウェブサイトhttp://www.ndci.
org/courtfacts.htmなども参照されたい。
39)性犯罪や暴力事件を超こした者などは参加資格が
ない。しかし、重罪であっても暴力事件でなく薬

物の影響下で起こしたものならば、参加できる場

合もある。こういった陪題があり希望をしても参

加できない者もいるが、対象者であっても実際に

刑事司法ルートよりもDC制度を選ぶ対象者が多い
わけではない。一般的に、特に若い使用者の捕で、

「好きでやっているのだから止めるつもりはない。

助けなんていらないから、自由でいたい。jという
考えを持つものが多く、実緊にトリートメントに

参加する者は、全被告人の約21%ほどだそうであ
る。また、重罪であっても暴力事件でなく薬物の

影響下で起こした者ならば参加ができる場合もあ

る。さらに、刑期が1年未満である比較的軽犯罪

であるものが薬物による影響で起きたものである

ならば、 トリートメント終了後にそれを含めて前

科として残されないこともある。

2003年9月に公表された資料によると、 DCはア
メリカ全土において1，078の裁判所で運用されてお
り、 418の裁判所で準儲中である。そして、これま
でのところ、 30万人以上の成人と 1万2，500入の少
年たちがDCに参加し、その内で7万3，000入の成
人と4，000人の少年たちがプログラムを穆了し、
70%がプログラムを継続中であり、 3，500の親(再
親)たちが親権を回復している。

また、再犯率については、 2001年に公表されて
いるデータによると、ワシントンナIiのキング震に

おいて辻再犯者のうち27%がDCのトリートメント
を打ち切られた者もしくは、中止をした者であっ

たのに対し、 トワートメント穆了者の割合は 7%
であった。また、ダラス郡のDCにおいては27ヶ丹
が過ぎた後、その間の再犯者を諦べたところ、 15.
6%が再犯者であり、その内39. 5%がDCのトリ
ートメント打ち切り又は中止をした者であり、 48.
7%が伝統的な刑事司法手続を柊えた者で、あった。
そして、費用面においても、通常の刑事システ

ムにおいては薬物犯罪者を矯正撞設に収容すると

1人につき 1年で2万ドルから 5万ドルがかかる
が、対照的仁DCのシステムに必要な費用は、 1人
につき 1 年で、一般的なもので2500 ドル~4000 ドル
ほどであるとされる。さらに、矯正施設i反容人数

を減少させることにつなが号、過蒋収容状態にあ
る矯正施設の解決策のーっとして期待されている

のである。 NADCP(全米ドラッグ・コート専門家
会議〉のウェブサイト (2005年12月31日現在)にお
いて、“OJPDrug Court Clearinghouse at 

また、 DCはいわゆる自劫グループにその治療を
委任したままではない制。尿検査やDCにおいてな

ぜ決めたれたプログラムに参加しないのかなどを

追及する。そして、再費用でも、追及されたこと

に対し言い訳を操り返しても、すぐに荊罰を与え

ない。侮度も自分をもう一度見つめなおさなけれ

ばならない機会を与え続けることが刑罰を与える

ことより楽なようで、何度も現実を知らされるこ

とになる辛い作業であり、それが居復への大きな

一歩につながっているのではないだろうか。また、

再使用することを「リラプス (relapse)Jという
が、それを回復への方法のーっとして考えるむそ

の理出は、リラプスがどういった場所で、どうい

った状況で、どういった時間苦に起こったのかを

知ることで、以後それらに出会わないように心が

けることができるからである紛。リラプスが自宅夏

に必要なプロセスの一つであることを、自助グル

ープのメンバーのみならず保護観察官や弁護士、

さらに裁鴇官や検察官などの訴訟関孫者にも、誰

もが認識しているのである。つまり、トリートメ

ント中の 1度や 2度の再使用で、即座にプログラ

ムが打ち切られ、実刑判決に繋ることはないD

DCに参加するのは被告人全体の21%ほどだが、
これを少ないと見るかは検討を要する。結局はあ

まり機能していないのではないかとの指摘もあり

うるが、単純所持や軽徴な自己使用などは、そも

そもトリートメントと河等か、もしくは短い刑期

との選択を追られるので、やめたいと患わない若

者などは、日本と違って短い刑もあるアメリカで

は手っ取り阜く自由になりたいと考えることもあ

るだろう。日本の実務では、 1回昌こそ執行猶予

がつくものの 2回目から約 3年の実刑の言渡しを

受けることが多い刻、参加入数が少ないとの指識

は、 E本にはそのまま当てはまらないのではなか

American University， Implementation Status of 
Drug Court Programs. September 8， 2003"による
データが紹介されている。そして、その内訳辻

1078の裁判所中、成入居が693、少年用が285、家庭
用が86、それらの複合体的なものが14であり、 418
の準犠中の裁判所中、成人馬が238、少年用が110、
家庭用が69、それらの複合体的なものが1である。

40) 尾毘爵揚註 (38) 論文164頁~171頁。
41) 上掲論文、 164夏~166夏。
42) 上掲論文、 171頁~172頁。
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ろうか。

以上のように、 DCの利点は薙認することができ

たg しかし、処遇の場が刑務所という施設から、

社会に代替されることになるため、次章では、社

会内処遇の意義を確認する。

第3章社会内処遇

第1鯖社会内延遇の歴史と意義

社会内処遇において、課護観察が果たす役欝は

非営に大きいものである。その保護観察制度の生

成と発展を見ると、社会内処遇とは、対象者に対

して指導監督の役割が強かったものから、補導監

督としての関わり方へと代わっていくことで、発

展していることが分かる。つま号、保護観察制度

は、英米法の生成過程によって改善更生を望める

者に保護観察官をつけることが、フランス・ベル

ギー型によって宣告の猶予でなく刑罰のー形慈と

して剤の執行猶予が編み出され、それぞれの利点

を融合させた型が日本で運営されている保護観察

の形態につながっている430

また、 B本において運営されている保護観察付
執行猶予の意義は非常に大きい。なぜならば、執

行泊予することの利点とそれに保護観察を付けら

れる利点、そして、執行猶予者に保護観察を付け

られる利点が組み合わさることにより、より補導

援護を重視し、より人と人とのつながりをもって

接することができるからである。

執行を猶予することの刑事政策的意義として、

大きく二つ挙げられる。すなわち、①刑罰の弊害の

回避と②荊の執行の威嚇による再犯訪止である判。

さらに、保護観察を付する意義として、独りで放

っておくのではなく、保護観察官が犯罪をした者

43) N. S.テイマシェフ著 fプロベイション百年史』
高橋正己訳(前野書宿、 1970年)、岩井宜子 f刑事
政策j(尚学社〔拐寂J1999年)、榔本正春 f拘禁
処遇の理論と実践一改善主義の台頭と停滞-j (成
文堂、 1987年)、瀬}II晃『犯罪者の社会内処遇j
(成文堂、 1991年)、 トーステン・エリクソン著
nB罪者処遇の改革者たち』犯罪行麗請究会訳(大
成出張社、 1980年)を参揺されたい。

44)酉詞正之 f保護観察付執告猶予の現状と課題J(石
原一章ほか編『現代刑罰体系 7一犯罪者の社会復
婦j百本評論社、 1982年)2ヲ4夏~295頁。
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の改善及び更生を動け、患赦の適正な運用を図り、

仮釈放その弛の関係事項の管理について公正妥当

な制度を定め、犯罪予防の活動を助長し、社会を

保護し、個人及び公共の福祉を増進することを呂

的に指導監督、捕導援護を行うのである4SO

保護観察付執行猶予においては①特別予防効果

の強化、②利益性の拡大などが挙げられる46)。前

者は、執行猶予することによって得られる意義に

特別予防効果への期待が顕著であり、保護観察の

付かない執行猶予に比べ、保護観察を結び付けて

個別処遇を行うことにより、遵守事項を定めて指

導監督が行えるようになり、就職の援助等補導援

護を行えるのである47)。

また、犯罪者予防更生法(以下、 idB更法Jとい
う。〉に基づく保護観察と執行猶予者保護観察法執

猶法〈以下、 f執猶法Jという 0)に基づく保護観
察とでは、補導援護と指導監督との比重に違いが

あるD なぜならば、第一に仮釈放や保護処分を受

けた少年たちに対する保護観察は、犯更法iこ基づ

くものであり、これに対し執行譜予中の保護観察

は、執猶法による。それぞれのE的は、犯更法第

一条 fこの法律は、犯罪をした者の改善及び更生

を助け、患赦の適正な運用を図り、板釈放その飽

の関係事項の管理について公正妥当な制度を定め、

犯罪予坊の活動を助長し、もって、社会を保護し、

倍人及び公共の福社を増進することを、目的とす

るjとされていることから、本人だけに呂を向け

たものではなく、社会への害を抑えることをも自

的としているものと考えることができるであろうむ

これに対し、執猶法第一条「この法律は、刑法

(明治四十年法律第四十五号)第二十五条の二第一

項の規定により保護観察に付された者がその期間

中遵守しなければならない事項を定めるとともに、

保護観察の方法及びその運用の基準等を定めるこ

とによって、保護観察の適正な実施を国り、もっ

て、保護観察に付された者の速やかな更生に資す

ることを目的とするjとして本人を重視したもの

になっている。また、どちらの保護観察において

も、その方法においては f祷導援護」と「指導監

45) 上掲書、 295頁~296頁。
46) 上謁書、 293頁~301頁。
47) 上揚書、 296頁~297頁。



督jを用いるが、執行猶予中の者に対する保護観

察のiまうが、その犯罪性が進んでいない額向にあ

り、犯罪が一過性のものであるとの特殊性に鑑み、

仮出獄者や保護処分の少年ζ詑べ、檎導援護に重

点をおいた保護観察を行い、遵守事項を緩和する

との規定を震かれていると考えられる。

第二に、犯更法と執猶法を比較してみると、転

若や長期間の旅行について前者が許可制であるの

に対し、後者が届出艇であることから、龍者につ

いて設定できる特期遵守事項を後者については設

定できないなど、後者の;まうが緩やかな規定にな

っているからである。

これらの違いがあることは当熱のことである。

なぜならば、社会適tt;を重んじている仮釈放とは

異な号、刑法第25条による執行猶予者に付された

保護観察は、さまざまな清状等によち実刑判決を

受けるまではないと暫断された者であり、飛の執

行猶予の言渡しを取り消されることなく猶予の期

間を経過したときは、東!の言渡しは、効力を失う48)

とまでされたものだからである。

このように、日本においては、監視巨的のもの

として導入され、保護観察官が討されるようにな

り、補導監督の概念を発展させることで、保護観

察制度を発展させてきたのである。

第3節 目本における保護観察の理念の変化

現在の保護観察対象者に対する厳罰化の流れが

保護観察特執行猶予者に対して押し寄せている o

f更生保護のあり方を考える有識者会議J49)で指摘

48)刑法第27条。

49) I治安の罰復が大きな社会問題となっている中、保
護観察対象者による重大再犯事件が相次いだこと
を契機として、保護観察の実勢性に厳しい自が向
けられている。このような状況において、国民の

期待に応える更生保護を実現するために、幅広い
観点から更生保護制度全盤について検討する必要

がある。jとの目的を持ち、 2005年7丹208に第一
匝の f更生保護のあり方を考える存識者会議jが
開催された。 2lttn:llwww.moi.llo.in/KANBOUI
KOUSEIHOGOfを参照。
なお、この会議が開催されるまでに、様々な更
生保護に関する罰会付帯決議や設府の方針及び、
提言等が行われている。「更生保護のあり方を考え
る有識者会議j第1@]会議、説明資料 (4)参照。
さらに、法務省は2005年2月にも「再犯院止の
ための緊急的対葉jを発表し、取り組みを行って

されていたのは、 14人の女性を保護観察封執行猶
予者が起こした事件をうけて、現在の『見守り型J
の保護観察では立ち入り調査権も無く、対象者の

再犯リスクが高い場合iこは限界があるとの指摘が

あるJとされていた。つまり、補導援護ではなく
指導監督を重視するべきだとの主張にとどまらず、

指導監督を重視したものでさえ f見守り型J~こ偏
っており、より監視を高めるべきだとの主張があ

ると指摘されているのである。

また、「簡易尿検査を活用した保護観察処遇J闘
において、指導監督と補導援護によって、対象者

の社会復帰を捨で支えるといった「消極的な社会

復帰への介入Jとしての関わり方から、「積撞的な
社会復帰への介入Jとして保護観察制度そのもの
が変化をしているむしかし、全雇的に欝易尿検査

を使った保護観察のあり方が積極的に社会復帰を

させるといったものに変わったわけではない。な

ぜなら、当初各保護観察所への通達の時点では、

4号観察対象者も含まれていたむしかし、実施さ

れているのは 3号観察対象者である。つまり、こ

こでも執猶法に弾う保護観察についても指導監督

の面が濃い尿検査を科することを避けたのではな

かろうか。指導監普の面が強い簡易尿検査が、一

緒に回復できる方法を探ろうという祷導援護に変

われば、対象者も増え、相談できるところとして

関係が築かれていくのであるQ これでは、「簡易尿

検査を活用した保護観察短遇Jも、保護観察宮が
指導監督を強化することで、対象者に社会護婦を

望む「穣撞的な社会復婦への介入」であるといえ

るだろう。

いたが、同年 5見に生じた f執行猶予中の保護観
察対象者による女性監禁事件」を受けて、保護観
察の実効性に関する国民の日が厳しくなっている
ことが、本会議を開くことになった経緯の一つで
あると説明している。「更生保護のあり方を考える
有識者会議j第1盟会議、議事録1頁。

50) 2004年4月から、「覚せい剤事犯対象者につき、本
人の自発的意思に基づく簡易尿検査を実施し、覚
せい弗jを捜用していないことを示す結果を讃み重

ねさせることにより、断薬意志の維持及び梶進を
図り、その改善更生に資することjを巨的として、

保護観察所において瓶役罪名に覚せい剤取締法違
反が含まれている 3号観察対象者のうちで保護観
察所への定期的な通所ができる対象者に対し、本

人の告発的な意思に基づく簡易尿検査が実施きれ
ることになった
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たしかに、薬物の再捜用が明らかなのに、なす

荷がないため見て見ぬふりをすることが対象者の

改善更生に繋がるとは考えがたい。しかし、薬物

の再使用が発覚したときに保護観察官が採りうる

行動は、見てみぬふりか告発しかないのであろう

かc

アメワカのDC政策で確認したように、薬物依存

の回復プロセスにおいてリラプスは重要な過程の

一つであると考えられている。なぜならば、繰り

返し;こなるが、対象者がいつ・どこで・どういっ

た状況で薬物を再捜用してしまうのかが一緒に確

認でき、次回からそれを避けるよう努力するとい

う確認をしながら、回復へと向かうことができる。

つまり、ー匝や二回の使用で罪をとがめることで、

薬物の再使用を止めようとすることは関違いで、

本当に必要なことは「見守り型Jの関わち方で、
罰復へのプロセスを進むことなのであるc

以上のように、保護観察は「晃守り型」として

発展しており、その効果を証明しているのである

から、一連の厳罰化の流れで犯罪を犯した者にタ

フな致策を行うのではなく、「消極的な社会復帰へ

の介入Jが望ましい。

第4章強制的な医療

医学的にも薬物依存は「痛気jであることが主

張され始めている500 そして、それに対して、適

切な治療を行うことが重要であるが、7flJ罷の代替
として、強範的な治疫を行うことの問題点が指摘

できょう。いくら「治療jが目的であるからとい

って、強制的なものが普後にあるのであれば、そ

れは場所が璃務所から痕読に代わっただけのこと

であって、施設収容による処遇に変わりがない。

従来から行われている強制的な治療をする技拠

として「自傷他害のおそれJによる fポリス・パ
ワーj及び fパレンス・パトワエjを主張される

ことが多い。しかし、「ポリス・パワー」としては、

51) I依存は脳の中でできるjこの言葉が示すように、
医療的視点から薬物依存は轄梓依事を引き起こし、
それは f膳の菊気であるjと考えられるようにな
っている。そのメカニズムなど詳しくは、氏家
寛=野村晃「薬物依存の生物学的背景Jcrこころ
の科学』第111号、 2003年) 33頁~38真。
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再犯の可能性という将来の危険性によって採られ

る予防処置であると痕拠付けるが、将来の犯罪の

予測など不可能である問。また、 fパレンス・パト

ワエJとしては、自己決定に基づかない藷神室療
体制は否定されてきたこと53)、そして、薬物弦存

は f治す」という区切りのない f病気Jであると
されている5九薬物使罵とそれにまつわる生活習

慣をすべて屈避し、社会生活の中で薬物を使用し

ない生活を維持するしかない。つまり、「治療jを

強制的にすることの法的問題の他に、強制されて

も治らない講気であるとの認識も必要であること

から、「強制な治療型Jによる、薬物自己使用に対
する介入も否定されるのであるc

第5章薬物岳己使用者と社会内処遇

第 1節はじめに

ここまで、撤底的会取締りによって反省を促す

52)中山研一『心神喪失者等医療観察法の性格.](成文
堂、 2005年) 38頁~39頁。
53) 1900年に「患害訪止の取諦j等の自的で f精神病
者監護法Jが制定され、 1919年には「療養の必要
の無い者の解放」及び、「療養の必要な者のための
国立施設の設立j等を主なE島として f精神病説
法jが髄定された。さらに、 1947年には社会保障
制定の確立で最低基準の生活が保障されるように
な号、 1950年には「靖神講質者を含めた対象者概
念の拡大J、「私宅監量の一切禁止J、「精神痕患者
として入院をさせる取扱者は通報の義務を負う」
及びJ痕気以外の理告で入院が行われないように、
医師二人による診察を受けることJ等の規定をし
た「精神衛生法jが説定された。そして、 1987年
には f一人の人隠として扱うことJ、「人格を認め
ることj、「解説治療の原期化j、「精神医療もー設
の医療に近づけることJ及び、「任意入読の重複」
等を規定した f精神保建法Jが制定され、「精神障
害が法律の対象であることを明確にし、精神障害
者のための誼策が、弛の障害者との均衡を欠くこ
とがないよう、社会復婦及び福祉面の撞策の推進
に努めるJということが目指された「轄神保護及
び精神障害者福社に演する法律Jが1995年に制定
されている。
つまり、精神衛生法や積神保健法の改正が進む
につれて、 f脱入院化と強制入院の乱沼防止J、「任
意入院純度を設けることjや、患者の人権保障の
ために f精神医療審査会の設置Jと、自己決定権
に基づかない治療への毘省から、その重要性が強
調されるようになったことが儒える。詳しくは、
広田伊蘇夫『立法百年史-靖神保韓・医療・福祉
関連法規の立法史j(批評社、 2004年〉。

54)和国語掲註 (2)論文20真。



f抑止型J及び、自己決定に基づかない治療を行な
う「強制的な治療型」が否定されることを確認し

たc では、薬物依存に対し課ちうるアプローチが

存在しないのであろうかc

現時点では、薬物依存を解泊する薬物療法はな

く、積神察法やカウンセリングにも限界が為ると

されている。つまり、医療によっても完全にこの

病気を治すことができないといわれている5針。

しかし、たとえ完治することが難しいとしても、

薬物欽存症であった人が薬物を費用せずに生きて

いく方法を見つけていることも現実である。環境

と補助、そして本人の治したいという努力闘があ

れば、薬物を使用しない生き方もあるのだG

刑務所での収容にしろ痛読での収容にしろ、い

ずれは薬が簡単に手に入る社会に戻り使わない人

生を歩みたい入は使わないようにする努力が求め

られる。その努力は本人がすることになるのだが、

それらをサポートするのが自助グループやリハビ

リテーション施設の役割であ号、それらにしかで

きないことである。

ここでは、使用しない生き方を選ぶことができ

ることを、ダルクをはじめとするつハピリテーシ

ョン施設や自助グループが行なっている「自己決

定に基づいた治療」を通して、その回復への可龍

性を検討したいq

55)上掲論文、 20頁。もちろん、医療の必要性を否定
しているのではない。なぜならば、代替薬物措琶

も治療の一環として重要なことである上に、薬物

依存に伴って隷々な精神病聾害も引き起こされて

いることが多い。そして、心の婦が原因で薬物に
手を出すといった事慨も多いからである。松本綾

彦「薬物乱用・依存と行動傷害J(rこころの科学i
第111号、 2003年)39頁。「亙痩機関を受診する薬
物依存者の約60~70%に、気分傷害、積神痛性障
害(薬物中断後に長期遷延する中毒性詩持病)、不
安障害、摂食障害などの精神障害の合併が認めら

れるとの報告がある。実際、薬物依存者の解毒治
療辻、大抵の場合、重複障害の治療と併行して行

われている。Jとしている。
56)ここでいう「本人の努力jとは、 f使わないという
強い意志」ではない。使ってしまう自分が、どう

やって治していこうかと諮むことやそれに向けて

の行動のことである。

第2節 自助グループ・ 1)ハピリテーション施設

の役割

1 AAとNA
自助グループの例をあげると、 AA(アルコホリ
ック アノニマス〉やNA(ナルコティクス アノ
ニマス)があげられるだろう。 AAとは
f Alcoholics Anonymous (無名のアルコール荻存
症者たち)Jの略でアルコール依存症からの回復を

呂的とした非営利のグループであり、 NAとは
fN arcotics Anonymous (無名の薬物抜存症者た

ち)Jの略で薬物抜存症からの回復を目的とした非

営利のグループである57)0AAは1935年に、 NAは
1947年に関かれたもので、アルコールや薬物によ

って問題をかかえた者たちが、使わないで生きて

いくことを目的に定期的に仲間と合いミーテイン

グを行い栢互に助け合って回復を目指す。 AAでは
すでに200万人以上を回復に導いているようであ

る。

これらAAやNAの注目すべき点は、そのメンバ
ーになるために何か資搭が必要とされるので誌な

く、ただ使う事をやめたいという願望が為れば、

回復の機会が与えられるという点で為るa 具体的

には、政党や宗教、警察などいかなる組織にも従

寓せず、入会金も月謝も要らない、宣誓書を書く

必要も無く、いかなる約束も求めない刻。年齢、

国籍、性的アイデンティティ、主義、信仰の有無

にかかわらず、いかなる入でも加わることができ

るのである。

そこでは12ステップという題復プログラムが用い

られるQ それ辻、依存に対して無力であり生きてい

くことがどうにもならなくなったこと認めることを

最初のステップとして、自分の力だけでは使崩しな

いことができないと知り、自分自身より上の力の必

要性を感じ、 f言じる。そして、千子動をもって実践す

るよう努力するといったものである掛D

57)前者はhttD:llwww.cam.hi-ho.ne.iD/a缶詰of、後者
は2lttD:1.危aiaDan.ordを参照。

58)上謁註 (57)ウェブページを参照。
59)上謁註 (57)ウェブページを参類。
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2 ダルクの役割

ダルク (DARC)とは、薬物依存症からの回復

を望む人たちを支援する民間撞設であり。 iDrug

Addiction Rehabilitation Center Jの頭文字をと
ったもので、 1985年に自身も薬物集存症者である

近藤恒夫氏が東京の倉庫を脅ちてスタートさせた

のが始まりである。

ダルクの回復プログラムの中心は 18 に 1~2

留のグんープミーテイングと夜の外部でのNAに参

加することで、ミーテイングで辻車座になり利用

者が出したテーマに沿って思い思いの話をする c

原則的にAAやNAで行われているように、 f言いっ

放し、聞きっ放し」で行われ、内容への批評はせ

ず、話すことを拒むこともできる。互いの話を通

じて仲間や自分自身と向き合うことを呂指してい

る。現在は、全国35ヶ所iこまで広がったダルクで

あるが、いずれもスタッフ辻回復プログラムを経

た回復者の方械で、互いに助け合うことで回復を

自指す。

ダルクの成果としては、「平成16年度厚生労欝省

科学研究費福助金・薬物乱用・依存の実態とその

社会的影響・対策に関する研究jで行われた「自

助グループの実態に関する研究jによると、あく

まで31施設に送られ30施設から返答を得たアンケ

ートによる結果ではあるが、入寮型施設27ヶ所で

年開406名の参加があり、通所施設では年間198名

が利用開始しており、入寮型のプログラム参加者

の77%は再使用を抑止できていたそうである。あ

くまでアンケートであり、何をもって再使用が止

まったとするか等問題は残るが、非常に効果鵠で

あるといえるのではなかろうか出。

こうしたダルクにおいて注目すべき点は、利用

60)なかなか止められない参加者に対し、薬物を使用
しないでも生きていけるという見本にもなり、ま

た、スタッフの方が f依存症が治ったのではなく、
イ吏っていない時期が続いているだけjとおっしゃ
るようにスタッフ自身にとっても助けるだけでな

く助けられている器分も大きいのだという 0

61)なお、退所後の再使患はわからないのではないか
等の指摘もありうるが、それは伝統的な苅事育法
手続においても詞じことが言える。そして、再捜

用率についても、再犯率として再使用によって逮
捕された率は数字として証明できるが、正確な再

f吏用の数を示すということは不可能である。
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者から薬を寂り上げたり、薬を止めるように強制

したりすることは無い点である。入手可能な日常

生活の中で、止めたいと思う人々が協力し合うむ

本人が回復を希望する限り、ダルク自体から排除

されることもないc それでは薬物使用者に対して

吉すぎるとの批判を受けるかもしれない。しかし、

それでも多くの回復者を輩出できるのは、回復プ

ログラムを進めていく中で「監視や懲罰だけで試

薬物依存は止まらないjと考えるようになり、重

要なのは匝復したいときにその「場所」を与える

ことであると実感されているからである的。

第3節 ダルクとドラッグ・コート型司法の関連性

ダルクの回復方法は、逃げ出すという選択鼓も

本人にとって残っている状況での作業であること

が重要であろうむそのような状況であっても効果

が出ているのは、もちろんグループミーテイング

の存在も大きいであろうが、「絶対に使つてはいけ

ないjではない状況で、さまざまな選択肢がある

中で、その都度考える場を与え、薬物故芽を治し

たいと望む者に生活の場を提供することに大きな

意味が忘るので誌なかろうか。つまり、自己決定

に伴った治療が右効的なのであるむ

たしかに、 ドラッグ・コート制度には最終的に

は刑務所に拘禁されるという刑事罷をもっている

との指掠から、抑止政策であるといわれるかもし

れない。しかし、数度の再使用があるからといっ

て簡単に刑事罰を与えない。自由な薬の使思を不

快とする国慨はもちろん、使用することに治壌を

押し付けられる本人測においても、刑事罰を与え

られる方が楽であるにもかかわらず延罰を簡単に

は与えはしないむもちろん、背景には費用の開題

や過剰収容の開題のための用事手続からの回避自

62)毎呂新開の地域ニュース(京都版)のページにお
いて、 2004年10月208.21自・ 238・26日.27
日・ 28日・ 29ヨ、 rnm復の場からj 薬物依存と
向き合うJとして連続して特集が組まれ京都ダル
クを中心に、回復の現場を詔介している。なお、

そこでスタッフの加藤さんは f言法も期務所も病
読も、最後は家族であっても努れてしまう。全員

ではないが、場所があれば f回復iする入は確実
に出る。だから無くすわけにはいかないJ とコメ
ントし、「つながりjとそれを与えられる「場所j

が重要であると訴えている。



的があるだろう。しかし、治療を受ける当事者に

とっては、使いたくないのに使ってしまう f現実」

に、「自分jに、何度も何度も向き合わされ考えさ

せられることになる a これは、本人にとっては非

営につらい作業だ。なぜなら、何度やってもうま

くいかない作業に対して、反省を促され中止させ

られること〈刑事罰〉や、何か別の作業に強制的

;こ代えられること(強制的な治療)ではなく、失

敗すれば何度もーからやり直しするのと同じだか

らである。もちろん再愛用することを'踏み田復へ

と努力する人へのサポート泣充実しており、関孫

者全員が使用者の毘復を応援していることが大き

な支えになっていることは重要なことであるG そ

のサポートがドラッグ・コート制度においては自

己決定に伴った治療が行なわれているといえる。

これらダルクをはじめとするリハビリテーショ

ン施設や岳助グループが持つ「自己決定権に沿っ

た治療Jを行うことで回復への可能性を確認し、
それらを支える援場としてのみ国が関わるべきで

あること、つまり「見守号型jでの介入のあり方

が重要なのである。

第4節 「見守り型j

ここまで「見守り型jとしての政策の必要性を

論じてきたが、さらに「積撞的な見守り型jと

f消極的な見守ち型」との違いを考察する必要があ
るだろう。なぜならば、これらを確認することで

f完全な放任型Jによる政策との区別がつけられる
からである。

まず、「完全な放任型」とは、薬物依存者に対し

て薬物を使用することは完全な自由であり、薬物

を使用し続けて死を迎えることにも自己の責任に

おいて何ら介入しないものである。

つぎに、「積極的な見守り型jとは一次予防とし

ての処罰の効果を認め、犯罪概念として捉えるが、

施設収容によらない処遇の場において、再度の使

用を回復の過程の一つであることを認識し、自己

決定による回復の場を与え続けることである。つ

まり、薬物を自ら止められないという者が治療を

望んだ場合に、積堰的iこ治壌を受けられるように

するが、真の意思により使用を続けたいと望む者

に対しては、死に至っても何ら介入を行わないと

いうものである O

最後に、 rr'高種的な見守り型Jとは「積極的な見
守り型」が対象としない、真の意思により使用を

続ける者へ、それによる達続使用による弊害と治

療の選択鼓があることを終始確認するが、荻然使

用を続ける対象者には、あくまで治療をさせるこ

とに浩握的な働きかけを行い、死を迎えさせない

ために一定程度にまで危険が追ることで介入する

ものである。

そして、薬物依春症は慢性中毒であり、薬物依

存状態にありながら、薬物乱用を操り返すことで

生じる精神的・身体的な異常状態であるため、死

に至る場面での真の同意は得ることができない839

そのため、一定程度の段階で死を迎えさせること

を訪ぐ必要がある。そのため、「消極的な見守り型j

が望ましいあり方であろう。

つまり、薬物自己使用者の処遣のあり方は自己

決定権に基づかない f持止型」及び「強制的金治

療翠」、また、 f有識者会議」ゃ f聾易尿検査jに

よる「積謹的な社会復帰への介入」による社会復

帰政策も否定され、対象者の自己決定権に沿った

「消極的な社会復嬉への介入jによる社会複婦政策

が望ましい。また、自己決定に基づくものであっ

ても、「護極的な見守り型jといった放任のままに

しておくのではなく、生命に関わるところでは積

橿的に支援を行う「清極的な見守り塑jによる政

策が採られるべきであるO

第5諦具体案の考察

1 試験観察型

以下、日本の現行法において薬物故存である自

己使用者に対する処遇方法として、社会内におい

て自己決定に基づいた f見守り型Jによる薬物自
己使用者の処遇方法の一つの案として「試験観察

塑」及び、 f保護観察付執行猶予型」を検討する。

63) ここで、死に対して用意をした上で薬物使用をし
ている場合について、使用言さから死に陪意してい
た場合と、 f吏患中に死に同意した場合があるが、
後者は死に対して真の同意を得られたとは言い切
れず、前者に関しても、たとえ死を違えるために
始めた薬物使用であっても、死が差し追った薬物

使用状態では真の同意を樗ることができないと考
える。
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ドラッグ・コートでは、面復プログラム修了者

に起訴が取り治されたり、刑の宣告をしないとい

った譜量が取られ、違反が一定の援度を越えれば

回復プログラムが打ち切られ、剤務所への収容措

置がとちれる。これは、日本における少年事件の

試験観察に類似する部分がある。

試験観察とは、保護処分の決定に資するため決

定をもって、梧当の期間調査官の観察に付するこ

とができる制度である制。これは、務局処分を一

時保留し、少年の行動等を観察するための中時決

定であるG 少年事件の保護観察は試験観察と違い

最終決定の一つであるので原則として、その取り

請し・変更を認めないことになっている660 その

導入の経緯は少年審判の決定は、要保護性の暫斬

という将来への展望のもとになされるものであり、

要保護性自体が少年の可塑性に関連して流動的で

あるため、その特断については、担当の見通しを

得るまで審理を尽くす必要があることなどから、

この制度が導入されたといわれる制。

その具体的な方法としては、担当する家庭裁判

所調査官が、少年の悟別性を把握し、それに対Eち

した個期具体的な遵守事項を定めることが多く、

試験観察の実施において、少年の行動観察の補助

手段として効果を上げている。

これらは、ドラッグ・コートが掲げる、偶人に

あったプログラムを考察し、背後に荒j罷あるとい

う心理的強制を用いて改善の実を挙げることを狸

いとする点で一致していると思われるむ

また、少年薦に回復プログラムに乗ることの重

要性も詣掠できょう。なぜならば、薬物の使用開

始年齢は平均16.0農で、薬物への依存は平均18.3

歳といわれており 67k その早期発見、早期治療が

64)少年法第25条 1項
65) しかし、 2005年 3月1Bには f少年非行が深刻な
状況にあり、触法少年による凶悪事件が相次いで

発生するなどしている現状に適切に対処するため

(後略)Jとの趣旨から、少年法における 1号観察
は保護処分として終局処分であるにもかかわらず、

家庭裁暫所の決定により、少年院送致をできると

した内容を含めた少年法改正案が密会に提出され

ている。

66)中井箭夫「家庭裁判所における試験観察制度運用
状況についてJcr期政』第100巻11号、 1995年)24 
頁。

67)ダルクを利用した経験のある薬物依存症者のうち
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重要だからである。これらの結果からもわかるよ

うに、多くの薬物依春は思春期・青年期Iこ発症し

ている。そして、医療における治療も早期であれ

ばあるほど、その治療効果が上がるといわれてい

る的。

以上のように家産裁判所で非行少年の保護事件

詩に行なわれる試験観察と同様の栓置づけで運用

すれば、少年や青年段階での回復プログラムが参

加可能になり、薬物による依存傾向を早期にやわ

らげ、社会復掃を実現しやすくなるのである。

2 保護観察付執行猶予型

( 1 )保護観察を運用した処遇

また、現行法で保護観察中にもドラッグ・コー

ト型の方法が行えないだろうか。もちろん、執行

猶予は判決後の処遇であるので、ドラッグ・コー

トのように宣告や起訴をなかったことにしてラベ

ルを貼らないということは不耳能であるが、何度

も確認しているように、その効用を薬物荻存から

回復する「機会jと「場jを与え「見守り型jと

して捉えるならば、日本の現行法でも可能である

と考える。それは保護観察を運用した方法である

が、短期自由飛の弊害をも視野に入ると保護観察

骨執行猶予として運用されることが望ましい。

ドラッグ・コート型の保護観察処遇とは、現在

行なわれている欝易尿検査に医療関孫者を含めた

ものである。しかし、現在のものそのままでは、

1回の再使用で通報されることになっているため

そのままでは運用できない。なぜならば、何震も

述べるように再使用することは回復過程で重要な

ことであり、再使用をすることで対象者がいつ・

どこでーどういった状況で薬物を再使用してしま

うのかが一緒に確認でき、次回からそれを避ける

よう努力するという確認しながら、自復へと向か

うことができるからである。

1年以上の断薬期間を持つものを対象に行なわれ

た調査である。大薮志保子 f薬物依存症者処遇の
新時代J(龍谷大学矯正・保護研究センター叢書第
一巻『二十一世紀の刑事施設j :日本評論社、

羽田年)169頁。ちなみに薬物依存であると自覚し
た平均25.9義でダルクにつながったのは平持28.1
裁となっており、依存が始まってから、時謂が費

やされていることが指摘されている。
68)氏家=野村前掲註 (51)論文38頁。



( 2 )法的な義務と権利篠突

では、通報しないことが現行法で認められてい

るのか検討が必要であるむなぜならば、保護観察

官と医療関係者は守秘義務と告発する権利が鑑突

しているからである。そこで、それぞれの根拠条

文を確認する。

告発義務または権利を規定する法律としては、

刑訴法第239条1項で f何人でも、犯罪があると思

慮するときは、告発することができるJとして公
務員でない医療関係者やリハどワテーション施設

のスタッフなどの援助職は規制薬物の使用がある

ときに告発する権利をもち、開条2項「宮吏又は

公吏は、その職務を行なうことにより犯罪がある

と思憲するときは、告発をしなければならないoJ
によち公務員である保護観察官や医療関係者は規

制薬物の使用があった場合に告発しなければなら

ない義務を負うことになる。

また、守秘義務を規定する法律としては、刑法

第134条 1項で「塁師、薬剤師、医薬品販売業者、

助産師、弁護士、弁護人、公証人又はこれらの職

にあった者が、正当な理由がないのに、その業務

上叡ち扱ったことについて知り得た入の秘密を、漏

らしたときは、 6月以下の懇役又は10万円以下の

罰金に処するJとされているc そして、保健師助
産部看護師法第42条の 2において「保健師、看護

部又は准看護蔚は、正当な理由がなく、その業務

上知り得た入の務密を漏らしではならない。保龍

師、看護師又は准著護部でなくなった後において

も、同様とするjとし、同法第44条の 3で「第四

十二条の二の規定に違反して、業務上知り得た人

の秘密を漏らした者は、六月以下の懇役又は十万

円以下の罰金に処するjとしているO これらから、

合務員でない医療関係者の一部は対象者の規制薬

物の費用があった場合に正当な理由があれば告発

してもいいが、そうでなければ守秘義務があるこ

とになるo

さらに、国家公務員法第100条1項において f職
員は、職務上知ることのできた秘密をもらしては

ならない。その職を退いた後といえども同様とす

る。」と規定してお払地方公務員法においては第

34条 1項において「職員は、職務上知り得た秘密

を議らしてはならない。その職を退いた後も、ま

た、同様とするoJとして、それぞれで公務員であ
る医療関係者も対象者の規制薬物を知った場合に

守秘義務があることになる。

荊訴法第239条について、訓示規定に過ぎないと

する論者69)もあるが、各謹行政機関が協力し、行

設機能を発揮することの重要性から官公吏にー殻

的義務を課することとしたものであるとして、強

行規定であるとする見解も有力である70)。ただし、

強行規定であるとする論者も fそれぞれ国有の行

政昌的の遂行にあたっているものであるから、右

の告発を行うことが、当該官公吏の属する行政機

関にとってその行政目的の達成にきわめて重大な

支欝を生じ、そのためにもたらされる不利益が、

告発をしないで当該犯罪が訴追されないこととさ

れることによってもたらされる不利益よりも大で

あると認められるような場合には、さき該官公吏の

属する行政機関の鴇断によって告発しないことと

しても、この規定に反しないJ71)とし、事案によ
っては同条にいう告発義務違反にならないとして

いる的む

よって、薬物自己使用者に対して通報義務を負

わない尿検査を行うことで、再使用があれば、そ

れを基に回復するという方法が提起され「諮撞的

な社会復帰への介入jとしての保護観察制度が実

現できるといえる 5

むすび、にかえて

近年、道徳的な非難を、刑罰で解消しようとす

る動きが生じている G その傾向を受け、 2004年12

月1目、犯罪被害者基本法と同時に璃法の一部を

69)青都文雄『瑞事訴訟法通論J(立花書房、新訂版、
1962年)233頁や、名古屋高事j昭和26年6月14日高
刑集4巻7号705頁など。
70)増井靖彦 f告訴告発事件の処理J(蕪谷弘ほか編
『公判法大系 IJ日本評論社、 1974年) 281頁~282
頁。

71)上掲書、 282頁。
72)平井媛二=軒野期 f対象者の薬物規正法違反(使
用〉への援助劉専門職の態勢Jcr薬物言要前減対
策における関孫機関の連携一研究報告書一平成15
年実J[厚生労髄科学研究費補助金(亙薬安全総合
研究事業)、 2004年) 15頁~18頁。
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改正する法律が成立した号その理由として出され

た f凶悪犯罪を中心とする重大犯罪に関する最近

の清勢等にかんがみ、これらの犯罪に適正に対処

するため、有期荊の上課並びにこれらの犯罪に孫

る法定期等及び公訴持効の期間を改める必要があ

る。jという文言が示すとおり、現在の日本では、

しきりに f治安水準と体惑治安の悪化」がマスコ
ミなどを通じてさけばれている。

戦後の邪法改正を見ると1947年の憲法改正に祥

う改正と1995年に仔われた平易化・現ft用語化以
外のものは犯罪規定の新設や飛の引き上げであり、

とくに2004年の改正に目を向けると、重罰化のた

めの改正である。これにより法定期の引き上げが

行われ、たとえば殺人罪に到っては、下限が3年

から 5年に引き上げられ、何らかの減軽事由がな

ければ執行猶予を討すことが不可能になっている。

また、有嬉荊の上課も15年から20年に引き上げら

れ、亮飛・無期懇役刑を有期剤に減軽する場合や

有期刑を加重する場合の上限に詩つては20年から

30年にまで引き上げられたのである。この法定剤

引き上げにより、言及するまでもなく長期の自由

刑の弊害が懸念される上に、今まで執行譜予に付

されていた者が実刑判決を受けることもありうる

ようになったa

また、危険社会論がいわれる現在において、剤

法そのものへの撲能北が議論にされている。これ

らの影響を経て、保護法益の早窮化やそれに対す

る予防論、早期の処罰、法益の抽象化が起こって

いる。さらにこれらの変化によって、薪たな概念

が犯罪とされうるし、されようとしている。たと
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えば、共謀罪などである。しかし、これらを取り

締まることは、そもそも多くの弊害を含んでいる

が、少なくともー穀予訪の意義はあるとしても、

特期予防として長期有期荊にすることに利益はな

い。そこで、新たに考え出された犯罪を時代の流

れに乗って厳罰に廷したところで、もともと問題

を抱えた犯罪者ではないので、たとえば荻釈放と

いった比較的早い段階での社会複帰政策が適用さ

れることになるであろう。

このように、長期自由刑の仮釈放及び溝期によ

る釈放・もともと執行猶予で対処されるべきだっ

た者の仮釈放及び、釈放・新設された犯罪によっ

て受刑することになった者の社会復帰、それらの

問題点をダイレクトに反映させるのが、保護観察

制度を中心とした、社会内処遇である。そして、

そこにおいて必要なのは、社会複婦させるための

積極的な介入ではなく、清極的な介入のあり方で

はなかろうか5

2004年の刑法改正において、薬物犯罪は産接の

影響を受けていないが、有識者会議で保護観察の

為り方について述べられたように、その背景にあ

る犯罪不安や議罰主義といった影響は大きいとい

えよう。

本稿は、以上のような背景を踏まえ、隔離政策

による薬物自己使用者の処遇方法否定し去、要な処

遇方法を考察した。しかし、指摘しきれないほど

問題が残されていることは否めないc これらを含

め、残された課題を考察するための手がかち的研

究として位置づけられるものと考えたいむ
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廓薬取締法違震・あへん法違反・大麻取締法違反の

検挙人員の推移
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注)犯罪白書による。(車生労骨省医薬食品見、警察庁刑事局及び海上保安1T警嶺救難
部の資料による)

資料2 覚せい剤取諦法違反の検挙人員

党せい剤取締法違反の検挙状況
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注)犯罪白書による。〈厚生労働省医薬食品局、警察庁璃事局及び海上保安庁警鋪

救難部の資料による)
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資料3 同一罪種で再入した者の薬物犯罪の比率

「蘇薬もしくは、覚せい部jで再入する者が、前期においても国一罪遣で
あった者の比率
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注〉錆正統計年報による。
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資料4 矯正施設の収容率
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注)矯正統計年報による。

-104- 薬物依存者の社会内処遇



資料5 覚せい宵i事取諦法違反の通常第一審事件の有罪(懲役)の人員一刑期区分間

人員数

"'18，000 

"'16，000 

"'14，000 

"'12，000 

"'10，000 

8，000 

むu
ロ 3年以上
圏 3年未満

::ロ:融網開翻翻璃日iiiiifK222

注)司法統音年報によるO

資料S 矯正施設(ジェイん及び、刑務所}における人口の推移
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注) 1 “Bureau of Justice Statistics"ウェブサイトによる。

2 “Source: Bureau of Justice Statistics Correctional Surveys" 
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資料7 底売及び、製造・所持の検挙人員の推移
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注) 1“Bureau of Justice Statistics"ウェブサイトによる。

→ー販売及び、製造

4 一所持

2“Source: FBI， Cri盟 ein the United States， annual， Uniform Crime Reports" 

資料8 刑務所入口に占める、暴力犯罪・財産犯・薬物犯・公的秩序違反の人員の推移

700，000 

600，000 

500，000 

刑務所 400，000

人口 300，000

200，000 

1 00，000 

Q 

g;，c::;， n..'b0:> n..'bro n..'bQ) 手乎 rpfデ
らららもらもらぷJヘヘヘヘヘヘヘq;

注) 1 "Bureau of Justice Statistics"による。

-←暴力犯罪

4 ー財産犯

哨…薬物犯罪

公的秩序違反

2“Source: Correctional Populations in the United States， 1997， and Prisoners担 2004"
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